
告 示
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�愛媛県告示第１３００号
愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３

号）第１２条第１項の規定により、次のとおり同条例第１１条第１項の

規定による指定が効力を失った。

平成２８年１１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定が失効する知事指定薬物の名称

� Ｎ―（２―フルオロフェニル）―２―メトキシ―Ｎ―（１―

フェネチルピペリジン―４―イル）アセトアミド及びその塩類

（通称名Ocfentanil、A―３２１７）及びその塩類

� 前号に掲げる物を含有する物。

２ 失効の理由

当該知事指定薬物が医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する法律第２条第１５項に規定する指定薬物に至

ったため。

３ 失効の日

平成２８年１１月１１日

�������
�愛媛県告示第１３０１号
障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第

２７条第３項の規定に基づき、障害者就業・生活支援センターから次

のとおり事務所の所在地の変更の届出があった。

平成２８年１１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２９９号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

平成２８年１１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び所在地

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

環境放射線監視テレメータ
システム改修業務一式

愛媛県県民環境部防災
局原子力安全対策課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

平成２８年１１月７日
富士通株式会社松山支店
愛媛県松山市永代町１３番
地

１２４，２００，０００円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項第２号の規定による。

毎週（火・金）曜日発行 第２８２８号 平成２８年１１月２５日

平成２８年１１月２５日金曜日 第２８２８号

愛 媛 県 報
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１ 名称及び住所並びに事務所の所在地

名 称 住 所
事務所の所在地

変更前 変更後

社会福祉法人
わかば会

新居浜市船木甲７４
１番地１

新居浜市泉池町８
－４０

新居浜市政枝町２
丁目６番４２号

２ 変更年月日

平成２８年１２月１日

�������
�愛媛県告示第１３０２号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２８年１１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２８年１１月２５日から１２月８日まで

�������
�愛媛県告示第１３０３号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は起

業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２８年１１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２８年１１月２５日から１２月８日まで

�������
�愛媛県告示第１３０４号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、松山市長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

平成２８年１１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（既成図数値化）

２ 作業期間 平成２８年１１月１０日から

平成２９年２月２８日まで

３ 作業地域 松山市の一部

�������
�愛媛県告示第１３０５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市禎瑞上部土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２８年１１月２５日

愛媛県東予地方局長 菅 豊 正

就 任

退 任

�愛媛県告示第１３０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年１１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 福 田 達 彦 西条市禎瑞１７５番地

〃 岩 本 秀 則 西条市禎瑞３１１番地

〃 福 田 豊 幸 西条市禎瑞５７６番地

〃 伊 東 章 西条市禎瑞６１８番地

〃 安 藤 一 仁 西条市禎瑞６０５番地２

〃 � 橋 昇 西条市禎瑞６７６番地

〃 宮 武 益 男 西条市禎瑞６７０番地

〃 白 石 充 西条市禎瑞９２９番地

〃 岡 本 省 三 西条市氷見丙６４番地２

〃 越 智 易 孝 西条市樋之口１０９番地

〃 � 橋 豊 重 西条市朔日市６１５番地

〃 伊 藤 冨士夫 西条市氷見丙６６番地２

監 事 伊 藤 康 西条市氷見丙６５番地８

〃 黒 川 治 西条市禎瑞６１６番地

〃 井 上 一 夫 西条市禎瑞６８６番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 福 田 達 彦 西条市禎瑞１７５番地

〃 岩 本 秀 則 西条市禎瑞３１１番地

〃 福 田 豊 幸 西条市禎瑞５７６番地

〃 伊 東 章 西条市禎瑞６１８番地

〃 安 藤 一 仁 西条市禎瑞６０５番地２

〃 � 橋 昇 西条市禎瑞６７６番地

〃 宮 武 益 男 西条市禎瑞６７０番地

〃 白 石 充 西条市禎瑞９２９番地

〃 岡 本 省 三 西条市氷見丙６４番地２

〃 越 智 易 孝 西条市樋之口１０９番地

〃 � 橋 豊 重 西条市朔日市６１５番地

監 事 伊 藤 康 西条市氷見丙６５番地８

〃 黒 川 治 西条市禎瑞６１６番地

〃 井 上 一 夫 西条市禎瑞６８６番地

愛 媛 県 報平成２８年１１月２５日 第２８２８号
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公安委員会規則

�������
�愛媛県告示第１３０８号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２８年１１月２５日

愛媛県南予地方局長 佐 伯 登志男

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２８年１１月１６日

３ 指定道路の位置

八幡浜市保内町宮内１番耕地３３３番の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３３．４５メートル

� 幅員 ４．００メートル

�愛媛県告示第１３０７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年１１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県公安委員会規則第５号
愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年１１月２５日

愛媛県公安委員会委員長 増 田 吉 利

愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則

愛媛県警察組織規則（平成１７年愛媛県公安委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治波方港線
今治市阿方字壱丁地甲３０７番５から

同字甲３０５番４地先まで
平成２８年１１月２５日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 朝倉伊予桜井停車場線
今治市朝倉下甲２７番１から

同市朝倉北甲５２９番４地先まで
平成２８年１１月２５日

改 正 後 改 正 前

（警務課）

第２６条 警務課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 国外犯罪被害弔慰金等の支給に関する法律（平成２８年法律第

７３号）第３条に規定する国外犯罪被害弔慰金等に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（犯罪被害者支援室）

第６１条 省略

２ 犯罪被害者支援室は、第２６条第１０号から第１３号までの事務をつ

かさどる。

３・４ 省略

（警務課）

第２６条 警務課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（犯罪被害者支援室）

第６１条 省略

２ 犯罪被害者支援室は、第２６条第１０号から第１２号までの事務をつ

かさどる。

３・４ 省略

愛 媛 県 報平成２８年１１月２５日 第２８２８号
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附 則

この規則は、平成２８年１１月３０日から施行する。

�愛媛県公安委員会規則第６号
司法警察員の指定に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年１１月２５日

愛媛県公安委員会委員長 増 田 吉 利

司法警察員の指定に関する規則の一部を改正する規則

司法警察員の指定に関する規則（昭和２９年愛媛県公安委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成２８年１２月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会規則第７号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年１１月２５日

愛媛県公安委員会委員長 増 田 吉 利

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成２８年１２月１０日から施行する。

改 正 後 改 正 前

第３条 愛媛県警察に勤務する警察官のうち、犯罪捜査のための通

信傍受に関する法律（平成１１年法律第１３７号）第４条及び第７条第

１項の公安委員会が指定する警視以上の警察官は、次に掲げる者

とする。

� 愛媛県警察本部の生活安全部（地域部門を除く。）、刑事部

（鑑識、科学捜査研究及び機動捜査部門を除く。）、交通部（交

通企画、交通規制及び運転免許部門を除く。）及び警備部（機

動隊部門を除く。）に勤務する警視以上の警察官

� 警察署（地域部門 を除く。）に勤務する警視以上の警

察官

第３条 愛媛県警察に勤務する警察官のうち、犯罪捜査のための通

信傍受に関する法律（平成１１年法律第１３７号）第４条及び第７条第

１項の公安委員会が指定する警視以上の警察官は、次に掲げる者

とする。

� 愛媛県警察本部の生活安全部（地域部門を除く。）、刑事部

（鑑識、科学捜査研究及び機動捜査部門を除く。）

及び警備部（機

動隊部門を除く。）に勤務する警視以上の警察官

� 警察署（地域及び交通部門を除く。）に勤務する警視以上の警

察官

改 正 後 改 正 前

別表第２（第９条の２関係） 別表第２（第９条の２関係）

番号 路 線 名 区 間 番号 路 線 名 区 間

１～１１

の２

省略

１～１１

の２

省略

１１の３ 一般国道３３号（松

山外環状線）

松山市井門町１４４２番１から同市

余戸南二丁目１０９８番２まで

１２～１２２

省略

１２～１２２

省略

愛 媛 県 報平成２８年１１月２５日 第２８２８号

９３４



選挙管理委員会告示
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�愛媛県選挙管理委員会告示第６０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２８年１１月２５日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１８７，５１８

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，７５１

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４８，４４０

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�愛媛県選挙管理委員会告示第６１号
不在者投票のできる施設の指定（平成２２年２月愛媛県選挙管理委員会告示第９号）の一部を次のように改正する。

平成２８年１１月２５日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

南 宇 和 郡 １９，９２４ ６，６４２

松山市・上浮穴郡 ４３９，３４５ １３９，８９１

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４４，１１１ ４８，０３７

宇和島市・北宇和郡 ８１，２０７ ２７，０６９

八幡浜市・西宇和郡 ３９，８２０ １３，２７４

新 居 浜 市 １０１，７３５ ３３，９１２

西 条 市 ９３，３８０ ３１，１２７

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５３，２１２ １７，７３８

伊 予 市 ３２，０３８ １０，６８０

四 国 中 央 市 ７５，６５４ ２５，２１８

西 予 市 ３４，６３５ １１，５４５

東 温 市 ２８，３５１ ９，４５１

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４４，１０６ １４，７０２

改 正 後 改 正 前

１ 病院 １ 病院

名 称 所 在 地 指定年月日 名 称 所 在 地 指定年月日

省略 省略

医療法人平成会山内病

院

省略 医療法人平成会山内病

院

省略

今治南病院 今治市四村１０３番地１ 平成２８年１１月

１５日

省略 省略

２～５ 省略 ２～５ 省略

平成２８年１１月２５日 発行

愛 媛 県 報平成２８年１１月２５日 第２８２８号

９３５


